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道路法上の原因者負担金に係る保険者の責任

今 川 嘉文

I 原因者工事制度

道路管理者(国、 地方自治体、高速道路株式会社等)は、道路法22条 I

項に基づき、特別の原因により道路に|刻する工事または道路の維持を必要

とするに至った場合、その原因者に当該道路に閲する工事等(原因者工

事)の施行を命じることができる。これは原因者工事制度といわれる。ま

た、道路法58条 1項に基づき、道路管理者は自らが行った原因者工事に要

した費用を、原因者に負担させることができる。これは「原因者負担金制

度Jといわれる l。

裁判笑務では、原因者負担金を謀すことの適否または負担金の算定方法

に関して多く争われてきた。本稿は、東京高判平成27年6月24日判時2320

号46頁を対象として、共済業2を営む協同組合が原因者負担金について支

l 道路法令研究会編著 f(改訂5版)道路法解説J(大成出版 ・2017年)151頁。
2 共済は、 地域または職業を同じくする者が組合員となり、保険料に相当する

共済4貯金を支払って共同の準備金を形成し、組合員の ~I" で危険が実現した者に

対し共済金を支払う相互放済ililJ度である。共済は保険と同じ経済的機能を果た

すにもかかわらず、主務官庁および適用法令が異なる。しかし、保険法は保険

法の規定が適用される契約を定義するにあたり、保険と共済の共通の機能に基

づき、保険契約、共済契約その他のいかなる名称であるかを問わず、 当事者の

一方が一定の事院|が生じたことを条例として財産上の給付を行うことを約し、

相手方がこれに対して一定の事由の発生の可能性に応じたものとして保険料を

支払う ことを約する契約であると定めていることから(保険法2粂 l号)、共済

に保険法の規定が述[)IJされる (岡田虫恭 f現代保険法J(巾央経済社 ・2010年)ノ

om法 '18)50-4， 17 (847) 
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払義務を負うのかを検討する。

E 東京高判平成27年6月24日の概要

l 事実の概要

平成20年 8月3日、道路運送事業者A社の従業員Bは、同社保有の貨物

自動車(以下、「本手|ニ車両」 という。)を運転していたが、首都高速道路で

本件車両を横転させた。それに より、けん引していたタンクセミ トレー

ラーに積載していたガソリン等が炎上した (以下、「本件事故」という。)。

その結果、コ ンクリ ート橋脚等の道路構造物が損傷し、橋桁の架け替え等

の作業を要 した。 その作業費用は、 17~昔、3 ， 883万円余であっ た。

平成23年6月 1日、 首都高速道路を管理するC社(首都高速道路株式会

社)は、 A社に対し、道路整備特別措置法(平成25年法律第30号による改

正前のもの。以下、 「道路特措法Jという。)40条 I項および道路法58条 l

項に基づく原因者負担金(以下、「本件負担金Jという 。)として、前記の

作業費用を請求した。同月24日にも、 A社に対し、 道路特措法45条3項に

基づき、本件負担金の納付を求める'皆促状を発 したが、期日 までに納付さ

れなかった。

C社は、x(独立行政法人日本高速道路保有 ・債務返済機構)に本件負

担金の徴収を申請した30 Xは、同年 7月6日、 A社に対し、 道路特措法

45条4項および道路法73条 l項2項に基づき、本件負担金および督促手数

料 (50円)を納付するように督促状により 督促した九 しかし、 A社は支

、20頁-21頁)。本判決は共済の.i:Ji案であるが、本評釈において、保険者および保
険契約等の文言を用いても問題はないであろう。

3 Xは高速道路に係る道路資産の保有、高速道路株式会社6社への貸付け等に
加え、高速道路管理者の権限を代行し、本件負担金の強制徴収権を有している。

4 A社は、同年8月31日、 医l土交通大臣に対し、本件督促処分について審査請

求を申 し立てたが、平成24年7月121:1、医l土交通大臣は務査請求を棄却するノ

(百u法 '18)50-4， 18 (1848) 
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払わないでいた。

平成24年 7月12日、 Xは道路法73条 3JJIおよび国税徴収法47条に基づき、

本件負担金および督促手数料を徴収するため、 A干J:がY協同組合5に対し

有する共済金支払請求権を差し押さえ、 I収立訴訟を提起した。

YおよびA社は、平成19年12月26日に、対物共済金額が無制限とする自

動車共済(以下、「本手|ニ契約」という 。)を締結していた6。本件契約に適

用される共済約款(以下、「本件約款」という 。)には、対物事故により A

社が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対し、共済

金を支払う旨が規定されていた(第 I章2条 l項2項)70

Yの主張によれば、平成21年12月31日以前には、東京海上日動の一般自

動車保険普通保険約款において原因者負担金の負担が保険対象となる旨が

規定されていない。そのため、実務においても原因者負担金の負担が共済

または保険対象となると考えられてはいないとされる。

すなわち、平成22年 l月11:1から適用される東京海上日動の一般自動車

保険普通保険約款(以下、「改訂後約款Jという。)の「第 l章賠償責任保

、裁決をした。A社は抗告訴訟を提起しなかったため、本件督促処分は確定した。

5 Yは、中小企業等協同組合法に基づき巡輸大臣の認可を受け設立され、迩送

事業者を加入組合員とする自動車共済等を営む者である。

6 本件契約では、対物共済金傾がi!!liHiII限であるが、危険物和戦車の対物限度額
は10億円であった。本件車両は危険物和級車に該当した。

7 本件約款には、他に次の定めがあった。① 対物事故によってA社の負担する

法律上の損害賠償責任が発生したときは、損害賠償請求椛者は、 YがA社に対

して共済責任を負う限度において、 Yに対して、 A社が損害賠償前求権者に対

して負担する法律上のji;l害賠償交任の微からAが損害賠償請求権者に対して既

に支払った損害賠償金の額を差しヲ|いた損害賠償額の支払を請求することがで

きる(直接請求権。第1i;q3条]項 ・3項)、② 損害賠償請;Jと権者の損害賠償
額の前求が、 A社の共済金の請求と競合したときは、 Yは損害賠償請求権者に

対して俊先して損害賠償似を支払う(同条4項)、 ③ Yに対する共済金約三!と株

は、 A社が負担する法律上の損害賠償責任の鎖について、 A社と損害賠償前求

権者との問で判決が維定したl時又は裁判よの和解、調停若しくは寺市による合

意が成立した11寺から行使することができる(第5i:-t16条l項l号)。

(出法 18)50-4. 19 (l849) 



論説

険 賠償責任条項jでは、「当会社は、保険契約者又は被保険者が支出し

た原因者負担金 (対物事故が発生した場合で、失火ノ責任二関スル法律の

適用により被保険者に法律上の損害賠償責任が生じないときにおいて、被

保険者が道路法58条の原因者負担金と して支出した費用)は、 これを損害

の一部とみなし、前項の規定に従い、対物賠償保険金を支払う (4条2

項)J旨の規定がある。しかし、それ以前の約款には当該規定はなかった。

Xの請求額は、共済金の限度額10億円から、他の損害賠償請求者らに支

払済みの共済金を控除した残額9億9，880万円余および商事法定利率の年

6分の割合による遅延損害金である8。ー若手の東京地裁は、 Xの請求を認

容したため、 Yは原判決の取り消しを求めて控訴した90

一審東京地裁は原告Xの請求を認容したため、被告Yは控訴した。しか

し、東京高裁は控訴を楽却して、確定した。

2 判 旨

(1) 約款上の「法律上の損害賠償責任」について

「道路法58条 l項で、は原因者負担金制度が規定されているところ、 一般

国民の日常生活に必要不可欠な公共用物である道路の管理に関する費用は、

原則として、当該道路の道路管理者の負担とされているが(同法49条)、

他の工事又は他の行為により道路に関する工事又は道路の維持の費用が生

じた場合には、それらの原因行為がなければ道路に関する工事等を施工す

る必要は生じなかったと考えられ、その費用を道路管理者に負担させるこ

とは衡平を欠くと考えられるから、衡平の観点から，原因を与えた行為者

(原因者)にその全部または一部の費用を負担させることとしたものと解

8 Xが請求した遅延損害金は、債権差事11通知也:がYに到達することにより共済

金の支払を諮求した日の翌日である平成24年7月14日から支払消みまでを対象

期間としている。

9 本件訴訟では、原因者負担金の負担~任は、 本件約款が規定する 「法律上の

損害賠償立任」に含まれるのかが主たる争点となった。

(龍法 18)50-4. 20 (1850) 
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される。そして、 特定の者の行為が原因で生じた道路の損傷や汚損等があ

る場合、道路の本来の機能を迅速に回復させるとともに、 工事等に要する

費用を迅速に徴収することは、 一般納税者や一般道路利用者の負担を軽減

する意味で、公雄に資するということができる。それゆえ、行為者の故意過

失を問わず、不可抗力による免責もなく 、「失火ノ責任ニ関スル法律」の

適用もなく、複数の原因者がいるときもそれぞれに全額負担をさせること

ができ、負担金額からの減価償却分を控除することも認められず、さらに

は、国税及び地方税に次ぐ先取特権が与えられ (同法73条3項)、債務名

義を取得して強制執行の手続をとることなく、行政上の強制徴収を行うこ

とまで可能とされていると ころである。

他方、自動車に|刻する保険契約又は共済契約等の損害保険契約について

みると、損害保険契約は、 一定の事故など偶然な事象の発生によ って被保

険者等に生じる経済的な損失ないし不利益を保険者ないし共済組合等がて

ん補する ことをその本質と しているところ、これら一定の偶然の事故等に

よる損害については、通常、不法行為又は債務不履行等による損害が想定

されると ころではあるが、自動車は通常公共用物で、ある道路上を走行する

ものであることに鑑みると、保険契約又は共済契約を締結する保険者及び

保険契約者等において、上記のような公用負担を命じる制度であって行政

上の強制徴収手続まで備えている原因者負担金制度によって負担すること

となる原因者負担金を、損害の対象からあえて排除するとの意思を有して

いると解する ことは困那というべきである。

このことは、これまでの保険契約又は共済契約における原因者負担金の

支払笑務において、原因者の過失等について何ら審査されることなく、ま

た、保険約款又は共済約款の規定文言に拘わらず、保険会社又は共済組合

から道路管迎者に対して、原因者負担金が支払われ続けていることに照ら

しても明らかというべきである。

本件契約は、対人及び対物事故が発生した場合に、A社が、 Yに対 し、

(郎話、 '18)50-4. 21 (l85l) 
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契約上の共済金の支払を求めることになるものであり、自動車に関する保

険契約又は共済契約とその機能及び実体は何ら変わると ころはない。また、

Y自身、これまで、 Cから原因者負担金の請求を受けた際、原因者の過失

等について特段の審査をするこ とな く、その支払を続けてきたところであ

る。そうであれば、本件約款における 『法律上の損害賠償責任Jには、原

因者負担金制度における負担責任も含まれるものと解するのが相当であ

る。」

(2) 原因者負担金と損害賠償責任について

iYは、東京海上自動の一般自動車保険普通保険約款の改正を指摘して、

実務においても原因者負担金の負担が共済又は保険の対象となると考えら

れてはいない旨を主張する。 しかし、約款の改正をして原因者負担金の負

担を含むことを明記したからといって、従前は原因者負担金の負担を含ま

ない趣旨であったということはできない。上記約款は、原因者負担金に対

しでも保険金が支払われていた従来の実務慣行に従って、原因者負担金の

負担も保険の対象になることを明文化したものというべきである。j

(3) 遅延損害金に係る法定利率について

iA社は株式会社で、あるから、 A社が締結した本件契約は商行為と推定

され、本件契約に基づく共済金支払債務の履行遅滞による遅延損害金利率

は年6分になる(商法514条)と!日すべきである。Yは、共済契約は組合

員の相互扶助の精神に基づき共済事業を行うものであり、営利を目的とせ

ず営業としてなすものではないから、 A社と Yとの本件契約は商行為では

ないと主張するが、商法514条の 『商行為によって生じた債務』には、債

権者にとって商行為たる行為によって生じたイ責権も含まれるから(最判IIH

和30年 9月8EI民集9巻10号1222頁)、 Yの主張は採用できない。」

(fjU法 18)50-4. 22 (1852) 
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E 保険者の原因者負担金の支払義務

1 原因者負担金制度

(1) 本判決の意義

前述した東京高判平成27年 6 月 24 日 ~I' IJI侍2320号46頁(以下、「本判決」

という。)は、共済約款上の「法律上の損害賠償責任Jには、原因者負担

金制度における負担責任が含まれるとし、保険者に保険金の支払義務を課

したことに意義がある。

本判決の特徴は、原因者負担金の支払義務に関し、自動車共済の約款が

χ払芽i由と して定める「法律上のj損害賠償責任」の負担に該当 し、保険者

であり共済業を営む協同組合の保険金支払義務が争われたことにある。

原因者負担金の支払責任が保険保護の対象とする「法律上の損害賠償責

任jに含まれるのか。それを含むとする理由と して、 本判i決央は、保険契約
、

実務慣行を重視しているといえる。

(2) 原因者負担金制度の機能

原因者負担金制度は、公法上の金銭給付義務であり、従来から頻繁に活

用されてき たLO。当該制度に|刻する道路法58条 l項は、「道路管理者が、

他の工事または他の行為により必要を生じた道路に関する工事または道路

の維持の費用については、その必要を生じた限度において、 他の工事また

は他の行為につき費用を負担する者にその全部または一部を負担させるも

の」と規定する 11。

10 市吉繁夫「道路管理li者が、 業務遂行1:1:1に道路を損傷した者の使用者に対して

発した道路法58条 l項所定の負担金負担命令が、法に総束された姿件に関する
'I'IJ断の誤り又は裁量権のi¥r.iJrJがないとして適法とされた事例」凶商学院大法学
論集20巻1号 (1987年)166頁。
11 I他の工事」とは、当該道路を含むすべての道路法上の道路に|刻する工事以外
の工事であり、「他の工事により必要を生じた道路に|刻する工事」とは、例えば、

OYd法 '18)50-4. 23 (1853) 
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同条 l項の文言の解釈として、第 lに、「他の行為jとは、道路を損傷

し、 もしくは汚損した行為または道路の椛造の現状を変更する必要を生ぜ

しめた行為である (同法22条l項参照)。

第2に、「それにより必要を生じた道路に関する工事または道路の維持」

とは、例えば、自動車が破壊した橋の勾欄の復旧工事、石油類の多量流出

のために汚損した道路に係る通常の維持の程度を超えた特別の清掃行為等

を、 12u、つ 。

第3に、「他の行為につき費用を負担する者J規定しているのは、行為

者とその費用負担者が異なる場合、その~C!(用負担者に支払いを負担させる

趣旨である 130

(3)道路管理に係る費用負担

道路管理に要する費用は、原則として、道路管理者が負担する。しかし、

特別の原因により、道路に関する工事または道路の維持の必要が生じた場

合、その費用を道路管理者に負担させることは、結果的に、通常の使用範

囲を超える使用により生じた損害を通常使用者に負担させることにつなが

る。それは原因者に、特別の利益が生じることになる。これは衡平に反す

るといえる。

本判決:においても、「工事等に要する費用を迅速に徴収することは、一

般納税者や一般道路利用者の負担を軽減する意味で公益に資するjと述べ

ている。道路を損傷する原因を与えた者に対し、必要を生じた限度におい

て、特別の負担金を課すことは現に適う。

また、道路管理者は原因者負担金の負担命令を出し、これが納付されな

い場合、匡|税滞納処分の例により強制徴収することができる(道路法73条

河川の引淀工事により必要を生じた道路の移築工事、堤防の抗上工事に伴う椅

の改築工事または取付道路の路上工事、ダム建設工事により水没する道路の代

替道路の建設工事等をいう(道路法令研究会編著 ・前掲注(1 ) 151頁)。

12 道路法令研究会編著 ・前掲注(1 ) 152頁。

13 道路法令研究会編著 ・前掲注(1)584頁。

(百tl法 18)50-4. 24 (1854) 
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3 項) 。 公採上の重要性に照らし、 1t.~が強力かつ迅速な自力執行を認めて

いるといえる 140

(4) 原因者に請求できる金額

道路法58条 l項に基づき原医|者に請求で、きる金額は、「その必要を生じ

た限度」を前提としている。他の工事等によって必要を生じた道路に関す

る工事を施行するに際し、不可避的に道路の改良を伴うような場合(耐周

年数の延長等について)、超過分は道路管理者において負担すべきもので

ある 150

他方、従前と同ーの施設を再築する場合、道路管理維持機能は何ら変化

が無いので、道路の改良とはいえず、道路管理者において負担する耐用年

数の超過に該当しない160

しかし従前の施設が老朽化している場合でも、 価値の復元ではなく、

機能復旧 (効用の原状回復)をするのであれば、当該復旧に要する費用は

原因者に負担させてよいとされる 17。工事の内容がすべて機能復旧に必要

なものであり、原因者の損傷行為とキFI当因果関係があれば費用全額を負担

させることができる。

交通処理費用および事務費等は、復旧工事と相当因果関係の認められる

ものについては、「工事に要する費PloJJとWioされる。予見可能な結果に

よって直接生じた鎖害については、 全額負担となるが、予想を超える損害

については、「その全部または一部Jを負担させることになろう I80

実務では全額負担が前提とされ、 一部負担の明硲な基準はないようであ

14 道路法令研究会編著 ・前掲注(1 )587頁。

15 道路法令研究会編著 ・前掲注(1 )584頁。例えば、 アスフアルト舗装をコンク

リート舗装にするなど、従前の施設より耐用年数が長いものに改良することで

ある。

16 秦同美「道路法の!jfL因者負担金制度と放置統制 (一)J北海学図大法学研究45

巻4号 (2010年)90頁。

17 道路法令研究会編著.iIIi掲注(1 )586頁。

18 道路法令研究会編著 -前掲注(l)586貞。

(出法 .18)50-4. 25 (1855) 
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る19
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2 札幌高判平成16年3月25日の検討

(1)現存価値以上の負担の是非

施設の機能復旧に必要である限り、結果的に現存価値以上の負担を原因

者に課すことは許容されるのか。 当該論点が~I われた事案として、札幌高

判平成16年3月25日がある。本件は、運転者Xが車両を路外に逸脱させ、

反対車線側に設置の凍結防止剤自動装置(以下、「本件装置」という。)を

損壊させた事案である。道路管理者y (北海道庁)は、本件装置の復旧工

事において、損傷した本件装置を撤去して、新たに同程度の施設一式を設

置した。

Yは、道路法58条 1項に基づき、 Xに対し復旧工事に要した費用の全額

351万円余の負担を命じる処分を下した。Xは当該処分について行政不服

審査法に基づく異議を申し立てたが、棄却されたため、当該処分の取消し

を求め、訴えを提起した。

札幌地裁は、 「本件工事に要した費用全額をXに負担させる本件処分は、

Xに本件装置の現存自Ili値を超える高額の金銭の支払を命じ、衡平の観点か

ら許容することができない」と述べ、本件装置の設置の経過年数、償却率

等を考慮して、本件装置の現存価値である225万円余を負担金とした(札

幌地判平成15年10月10EI LEX/DB-28090154)。

(2) 負担が許容される事案

札幌高裁は、 iYが本件交通事故により本件装置を損壊したことから、

Xは、本件装置を修理した;場合よりも割安である、本件装置を撤去して新

たに同程度の施設一式を設置するという本件工事を施行することにしたの

であるから、 Xが本件処分により Yに負担を命じた本件工事に要する費用

19 泰博美 ・前掲注(16)56頁。

(龍法 '18)50-4， 26 (1856) 
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351万円余は本件装置の機能回復に必要な限度内にあったものと認められ

る。-一 機能回復に必要である限り 、結果的に原因者に対して現存価値以

上の負担を謀することとなったと しても、それだけでは道路法58条l項に

反するものではない0 ・・・・本件装置が本件交通事故|時に経年劣化等により

設置時の機能を保っていなかったとも認められないから、本件工事の施行

によって、Xに必要な機能回復以ヒの利得が生じたものともいえない。

-全額負担を命じ得ることは、道路法58条1項の規定上明らかであり、

裁量権を逸脱したものと評価Ijすべき事情は何ら見当たらない」と述べ、原

判決を取り消し、 Xに351万円余の支払いを命じた(札幌高判平成16年3

月25日 LEX/DB-25410340)。

(3) 裁量権の濫用の有無

原因者負担金制度は、原因者に対し、施設等の機能回復を図るために必

要な工事費用を諜すものである。判例に!照らし、道路維持管理機能の原状

回復を超えて改良となる機能の付加価li値増加など20、裁量1者Aを逸脱しない

範囲において、結果的に現存官IIi値以上の負担となることが許容される可能

性がある。

他方、裁量権のil常用として、次が考えられる。例えば、 ① 復旧工事に

より設世された装世が従来の装置より格段に機能が向上し、当該官IIi値増加

に閲 し高額の費用を要しながら、その全額を原因者に負担させた場ー合、 ②

修理をすれば安側な費用で済みながら、敢えておJ装置と取り替えたため高

額の費用を負担させる結果となった場合、 ① 原因者の行為と相当因果関

係のない損傷に閲しでも一括復旧工事を行い、その費用の全額を原因者に

負担させた;場合、などがあろう 21。

20 泰博美 「道路法の原因者負担金flilJ度と裁量統制 (三)完)J北海学園大法学研
究47巻 l号 (20llir:)94頁。

21 秦!母美 .iiir掲注(16)67頁-68頁参照。

(1施法 18)50-4. 27 (1857) 



論説

3 損害賠償額の算定

(1) 不法行為責任と原因者責任との関係

本判決(東京高判平成27年6月24日)の事ittに関連して、 C社は、 Aネd:

およびBほか2名に対し、不法行為(民709条・ 715条)に基づき、復旧工

事等に要した費用、営業損失およびその他の損失として総額34億4，934万

円余の損害賠償を求める訴えを提起している。

東京地裁は、 A社およびBに対し、総額32佑(8，937万円余の賠償を命じ

た。ただし、修理費用の一部は、原因者負担金としてから回収できるため、

A社およびBに対し請求できるのは、その分を控除した額に|浪られるとし

た(東京地判平成291:1三7月14日 LEX/DB-25535849)。

このように原因行為が不法行為責任の要件を満たす場合、原因者負担金

請求権および不法行為による損害賠償請求権は競合する。ただし、原因者

負担金制度の場合、有料道路における期待利主主等の損害負担を求めること

はできない220

(2) 両責任の競合と責任追及の選択

例えば、運転手が自動車の運転を誤って道路を損傷させた場合、不法行

為責任および原因者負担金責任を生じさせるであろう。このような事案で

は、道路管理者は、手続の簡便さなどを勘案して、対象運転者に対し不法

行為による損害賠償請求ではなく原因者負担金責任を追及することが考え

られる。

原因者負担金制度は、公物使用関係における負担の衡平を図る観点から、

22 不法行為j，~任と道路法上の原因者負担金請求椛との関係として、次のことが
指摘できる 。 第 I に、行為者の過失の有無は、原因者J~'任の発生の要件ではな

い。ただし、過失の有無または程度は、原因者負担の根拠である「特別の利投J
の有無または程度を判断するに当たり要素となりえる。第2に、道路管理1111<庇

~任との過失相殺の主張は、原因者j.'Z任の存在子を争う 型的とはなり得ない。 第

3に、原因行為がJjjt因者負担金請求権および不法行為交任との競合を生じるこ

とがあり、道路管理者は因果関係の立証の困難性、徴収事務の襲I~易等を勘案し

て適宜選択しうる(道路法令研究会編著 ・前掲注(1 ) 154頁-155頁)。

(飽法 18)50-4. 28 (1858) 
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民法上の不法行為制度とは異質の制度として設けられた。道路法上の原因

者負担金制度は民法上の損害賠償請求権の特別法という関係ではなく、不

法行為責任の有無が原因者負担金制度における原因者責任の存否を左右す

ることはない。

当該問題について、大阪高裁lIiH日 61 ~1~ 3月25日判決は23、「原因者負担

金制度は、不法行為の制度とは異なり、道路管理者に対して、 優越的地位

における行政上の裁量により道路に関する工事または道路の維持の費用負

担を工事等の原因者に諜する命令権限および強制徴収権を求めたものと解

するべきである。道路管理者の発する給付命令は、原因者の故意、過失は

要せず、その行為の適法不適法をも問うものではなく 、その原因の一端が

23 本件における事実の概要は次である。X社の逆転手Aは、阪和Ilt，¥速道路を走

行中に術台後音11の荷物から11'，火し、道路端のl騒音巡壁用プラスチック板を燃や

すなどして、 H~lむが生じた司i 案である 。 阪神高速道路を包}_illする Y は、 X社に

対し本f11二 J員傷に係る復旧工耳~'i:'(mの負担命令を発した。 X 全l:は 、 「本件出火は第

三者の煤1[Lの火によって生じたものであり、 X社は本件出火に何ら立任を負う

べき型IJIがなく、負担命令は違法である」と主張し、 Yに対し、本件負担命令

のl収消しを求める訴えを提起した。IJf(判決は、 「本件/.1'，火は第三者による火のつ

いた煙草を投げ込んだことに起因する、不可抗力によるものとは認め部iぃjと

して請求を棄却した(大阪地判11(1利60年9月26日判IInll7号52頁)。大阪高裁は

原判決を維持し、次のように判示した(大阪高判H自利61年3月25F=f'IリH寺1200号

56頁)0I本件損傷は X の被!日者の~ri 業の執行 ':1-' に生じたものであるから、 X は

民法の使用者責任ないし履行補助者の法理1.¥の類推により、道路法58条 l項の立

任を負うJI原因者負担金il)l])立は、不法行為のHiIJ皮とは興なり、道路管迎者(行
政庁)に対して、優越的地位における行政上の~i!i:.誌により道路に |刻する工事ま

たは道路の維持のqJlRJ負担を工事等の原因者に課する命令権限および強liliIJ徴収
株を;JとめたものとWtするべきである。道路管沼!者の発する給付命令は、原因者
の故意、過失は~:せず、その行為の適法不適法をも IIIJ うものではなく、その原

因の一端が不可抗力に|到る場合においても、ヂ'UIJの負担を求めることが行政の

EI的に合するときは、原凶者に対し、負担命令を発することができる。JI本件
損傷については、 Xが道路法58条 1項に定める仙の行為につき費)IJを負担する

者に該当するというべく、反証のない本側ーにおいては、本f1l:j負傷の凪復工事q'(

の全額を X に負担せしめた本件損傷命令には、 MfiJ束された~f11ニに l刻する 'I'IJ 断の

誤りもしくは公訴j原則、 比例原則などに反した裁量椛のi即IJはなく、同命令は

適法でJI~jiiEはない」

(i1'dft; '18) 50-4. 29 (l859) 
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不可抗力に因る場合においても、費用の負担を求めることが行政の目的に

合するときは、原因者に対し、負担命令を発することができる」と述べる

(大阪高判昭和61年3月25日判時1200号56頁)。

4 保険者の負担範囲

(1)保険者の負担理由

本件約款は、対物事故により A干上が「法律上の損害賠償責任Jを負担す

ることによる経済的損害に対し共済金の支払いを規定している。裁判では、

本件約款が保険保護の対象とする「法律上の損害賠償責任」に、道路法58

条 l項の原因者負担金の支払責任を含むのかが問題となった。

本判決(東京高判平成27年6月24日)は、 「保険者及び保険契約者等に

おいて、-一行政上の強制徴収手続まで備えている原因者負担金制度に

よって負担することとなる原因者負担金を、損害の対象からあえて排除す

るとの意思を有していると解することは困那というべきである」と指摘し

て、それを肯定している。

原因者負担金の支払責任が保険保護の対象とする「法律上の損害賠償責

任Jに含まれる理由として、本判決は、次の内容を重視している。第1に、

保険者および保険契約者等が原因者負担金を慌害対象から排除する意思を

有していると考えることは困難であること、第2に、保険者が、原因者の

過失等を審査することなく、約款の規定文言に拘わらず、道路管理者に原

因者負担金を支払ってきた実務慣行である24

24 例えば、本件控訴若手では、次の事実が認定されている。原因者負担金の請求
事務は、 C社のほか、東日本 -西日本 ・1:1"日本の各高速道路株式会社、本州、|凶

国連絡高速道路株式会担、阪神高速道路株式会社、医lおよび地方公共団体で行

われている。C社に対し、民営化後の平成1711こ10月から平成26年1月30日まで

の問、約6，300件について保険会社 ・共済組合が窓口となり、保険金 ・共済金か

ら原因者負担金が支払われている。その中には、 Yに関わる案件が約110件含ま

れ、東京海上日動についても、平成22年1月1日にl司会社の一般自動車保険約

款が改訂される前の案件が約540(*含まれているとされる。

(館法 18)50-4. 30 (1860) 
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(2) 実務慣行を根拠とする批判

保険契約当事者の意図および従来の支払実務という要素に基づき保険保

護の対象とすることには、次の批判がある。

第 lに、 契約当事者の意図に関 し、 負担金責任を本件契約のてん補対象

に含めることは保険契約者の期待に適うであろう。 しかし、約款上、「原

因者負担金の支払責任が担保範囲から除外 されていないから、保険者はこ

れも含む意図であったjとするのは解釈として強引にすぎる。

第2に、従来の支払実務を根拠として、保険者に原因者負担金の支払義

務を課すのは、「原因者負担金に係る請求について従来、 責任保険金が支

払われてきた事実」 を示すものにすぎず、「損害賠償責任を負わないであ

ろうケースについてまで、保険者が責任保険金を支払ってきたこと」を示

すものではないとされる250

(3) 原因者負担金賦課の運用と制限

概して対物事故では、原因者負担金の負担を求められる行為者 (原因

者) は、運転等について過失が認定され、道路管理者に対して負 う損害賠

償責任(不法行為)が肯定される。そのため、原因者負担金責任および損

害賠償責任が異質であることは結論に重要で、ないとされ、保険者は有責 と

なるとする見j仰がある260

原因者負担金制度は、行為者の過失を負担責任の発生の要件 とは してい

25 もし不法行為責任を追及されていたならば賠償金を支払わなければならない

ような事案において、対物{刺殺の保険者が原因者負担金の支払につき責任保険

金を支払ってきたことを示すものにすぎないとされる。過去の支払笑務を拠り

所として、本件で保険金の支払を命ずるためには、，1員筈賠償責任を負わないで
あろうケースについてまで保険者が責任保険金を支払ってきたこと」を示す必

要があった。控訴人は過去の支払例の中には、原因者負担金の負担者が損筈賠

償支任を負わなかったであろうケースも少なからず含まれているというデータ

を示すべきであったとされる(洲崎陣史「本判決評釈J損害保険研究78巻3号
(2016年)165頁)。

26 土岐孝宏「本判決評釈」法セミ750一号 (2017"1三)107頁。

(1m法 18)50-4， 31 (1861) 
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ない。道路管理者は負担金命令を原因が不可抗力の場合でも発することが

できるが、それは「裁量権の濫用」法理の適用を受ける (前掲大阪高判昭

和61年3月25日)。また、道路に損傷を与えた原因が台風・ 地震等の自然

災害または第三者の行為27といった不可抗力による場合には負担させらな

いとする見解がある。その理由として、①負担金を謀す要件である「他

の行為により 必要を生じた」 ことが充足しないこ と28、② 公法の領域に

引き込めば、どんな責任でも負担させることができるわけではな く、原因

となった程度に応じて衡平の観点から限定されるからである、という指摘

がある290

実際には、原因者負担金の賦謀において、無過失責任を謀すことが社会

的妥当性を欠く場合、損傷者である行為者を原因者と認定しない、または

原因者と認定するとしても負担を妥当な範囲に留めるような運用がなされ

ている300

理論上は行為者が1! !~過失であ っ たと しても、 l炉、因者負担金の支払責任を

課すことができる。しかし、過失の有無または程度は、原因者負担の根拠

である「特別の利益」の有無または程度を判断するに当たってその要素と

なり得る とされる。原因者負担金に|期して責任保険金が請求された過去の

例は、現実には不法行為責任も成立しえたケースであったという可能性が

極めて高い31。

27 例えば、適切に述II伝等をしていたが、第三者の不適切な運転により損傷が発

生したなどである。

28 阿部泰l監「道路法58粂に基づく mt l~者負担金の l拭諜の~N:J 法学セミ 390号

(1987年)100頁。

29 阿部泰|盗 『行政の法システム(下)[新版JJ(有斐閣・1997年)492頁。
30 道路法令研究会編著・ 前掲注(1 )585頁。

31 現実には不法行為責任も成立しえたケースとして、例えば、過失があり不法

行為責任のルートも利JI'J可能だが、 修繕11(IIJの迅速 確実な回収のため原因者
負担金のルートが利用されたケースである (洲崎博史・前掲注(26)166頁)。

(能法 '[8)50-4. 32 (1862) 
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5 大手損保会社の改訂後約款

(1) 大手損保会社の改訂後約款の影響

本件事故当時、 東京海上日動の一般自動車保険普通保険約款には、道路

法58条の原因者負担金として支出した費用は、対物賠償保険金として支払

う旨の規定がなかった。Yは、東京海上日動の一般自動車保険普通保険約

款の改正を指摘して、本件事故当時、実務においても原因者負担金の負担

が共済または保険の対象となると考えられてはいない旨を主張した。

しかし、本原審判決および本控訴審判決ーは、「約款の改正をして原因者

負担金の負担を含むことを明記したからといって、従前はj原因者負担金の

負担を含まない趣旨であったということはできず、従来の笑務慣行に従っ

て、原因者負担金の負担が保険対象になることを明文化した」と指摘す

る32
0 

東京海上日動の改訂後約款は、被保険者が支出した原因者負担金のうち、

① 対物事故が発生した場合で、 ② 失火責任法により被保険者が不法行為

責任を負わないが、① 被保険者が道路法58条の原因者負担金として支出

した費用に関し、保険金を支払うと規定している。

(2) 失火責任法に基づく責任

失火責任法では、原因者は重過失を除き、政策的配慮により不法行為責

任を負わないが、原因者負担金が謀される事態は生じうる。学説上、東京

海上日動の改訂後約款から窺うことができる約款作成者の考え方として、

失火責任法の適用により不法行為責任を負わないが、原因者負担金の支払

32 Yは、 ① 自動車損害保険契約において、原因者負担金を「法律上の損害賠償

J~.任」ではなく 1m日j として明記する保険約款がみられること、 ② 共済金の

支払実務において、原因者負担金が立任保険として支払われたことがあったが、

これは法律上の損害賠償責任が生じる事案について支払われてきたものである

と主張する。東京高裁は、前記①に|刻し、 従前から損害賠償立任の支払対象と

してきた原因者負担金を、約款上、項目を明確化したにすぎないこと、前記②

にl廻し、笑際の原因者負担金の請求業務の実態に!照らして採用することはでき

ないとする。

omtt '18) 50-4， 33 (1863) 



論説

責任を負う場合、当該責任は法律上の損害賠償責任ではない。そうである

からこそ、保険者が保険金を支払うためには費用保険金と して位置付ける

必要があるとされる330

一般の衝突事故等では、不法行為責任を負わないが原因者負担金を負う

という事案は考えにくい。道路管理者がそのような社会的安当性を欠くよ

うな原因者負担金の支払請求を してくることは考えにくいからである。被

保|没者の保険保護として、火災事故に係る原因者負担金責任についてだけ

費用保険金の支払を定めておけば十分とされる。裁判所は、「従来の実務

慣行に従って、原因者負担金の負担が保険対象になることを明文化した」

と述べるが、「従前の支払実績のデータが火災事故以外の事故にかかるも

のであったとすると、そのようなデータを火災事故たる本件事故に援用す

ることは妥当で、はない」という指摘がある340

失火責任法の適用により不法行為責任を負わないが、原因者負担金の支

払責任を負う事案、および不法行為責任を負いつつ、原因者負担金の支払

責任を負う事案に関し、本判決は必ずしも結論に差異を設けていないよう

である。

(3) 東京高裁の判断

両事案に関連して、東京高裁は、「従前は原因者負担金の負担を含まな

い趣旨であったということはできず、従来の実務慣行に従って、原因者負

担金の負担が保険対象になることを明文化したjと述べ、「約款規定文言

に拘わらず、共済組合から道路管理者に対 し、原因者負担金が支払われ続

けている」という実態を重視している。

また、「損害保険契約は、被保険者等に生じる経済的な損失ないし不利

益を保険者ないし共済組合等がてん補することをその本質と している」と

述べ、損害保険契約の機能および本質から、保険契約当事者の意思解釈を

33 洲崎博史・前掲注(25)167頁。

34 洲崎博史 ・前掲注(25)169頁。

(能法 18)50-4. 34 (1864) 
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試み35、過失の調査をしない従来の支払実務から、原因者負担金の負担を

法律上の損害賠償責任の負担の中に含めて補償する意思を示しているとし

て、 Xの請求を認容しているといえよう。

6 保険契約当事者の合理的期待

(1) 大規模かつ莫大な費用の可能性

本件契約は、対物共済が無制限の保証であるが、危険物積載車では対物

限度額を10億円として、 A社は当該上限を超える音1)分については、 別途不

法行為責任を負うことになる。また、対人共済の掛金が5万7，980円であ

るのに対 し、対物共済の:jtト金が10万4.900円と約 2倍に設定されている。

これらから、 Yが一方的に過度な負担となっているとは考えにくい。保険

者は原因者負担金の負担自体を完全否定していないため、原因者の過失等

について特段の審査をすることなく、保険金支払に応じてきたともいえよ

つ。

他方、有料道路の復旧工事は、橋桁の架け替えを要するなど、大規模か

っ莫大な費用になる可能性がある。これは保険者の契約当初の予想を超え

る損害であるかもしれない。原因者負担金は、予想を超える損害について

は、「その全部または一部」を負担させることになるが、それは道路管理

者の裁量に委ねられている。

原因者負担金制度において、 判例上、道路管理者は裁量権を逸脱しない

範囲において、結果的に現存価値以上の負担となることが許容されている。

しかし、「裁量権の濫用」法適!の適用基準は必ずしも明確ではなく、対象

事案ごとに詳細な検討を要することになろう。

(2)保険契約当事者の合理的期待

原因者負担金の賦課は全額負担が前提であり、全部負担ではなく 一部負

35 土l岐孝宏 ・前掲注(26)107頁。

(能法 18)50-4. 35 (1865) 



論説

担の適否および負担割合の算定に関する明確な基準はないようである。こ

れら基準に加え、道路管理者による裁量権が逸脱しない範囲を、より明確

にすることが求められよう。そうでなければ、保険者に予想を超える損害

の負担を謀すことにもなりかねない360

しかし、本件事故のような大規模かつ莫大な費用を要することになる復

旧工事等だからといって、直ちに保険契約当事者が原因者負担金の支払義

務を免責される意図を有していたとはいえないであろう。本判決は、道路

法58条 l項の解釈および運用実務に照らし、保険契約当事者に合理的に期

待される内容に即して判断を下したと考えられる。

7 遅延損害金に対する法定利率

(1)商法514条の適用根拠

共済金支払債務の履行遅滞による遅延損害金に商事法定利率が適用され

るのかという論点に関し、東京高裁は原判決を引用して、次のように判示

している。

iA社は株式会社であり、 A社が締結した本件契約は商行為と推定され

る。商法514条の 『商行為によって生じた債務jには、債権者にとって商

行為たる行為によって生じた債権も含まれる (最判昭和30年9月8EI民集

9巻10号1222頁)Jとした。そして、「共済契約は組合員の相互扶助の精神

に基づき共済事業を行うものであり、営利を目的とせず営業としてなすも

のではないから、 A社と Yとの本件契約は商行為ではない」とするYの主

張を排斥した。

保険者と保険契約者の団体とが一致し、その共同の計多事において相互に

保険し合う相互保険は、商法502条9号の保険に含まれないと解すること

36 保険者が負う適正な責任保険金額の確定について、それを確保する手立てを

配慮する必要があろう (塙善多「訴訟不通知と非承認示談」加藤一郎=木宮高

彦編 『自動車事故の損害賠償と保険J(有斐|品1・1991年)468頁以下参照)。

(龍法'18)50-4. 36 (1866) 
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が通説である370

では、本件訴訟において、 A社とYとの本件契約に商法514条が適用さ

れる根拠はなにかが問j芭となる。

(2) 債務の発生原因

商法514条は、「商行為によって生じた債務に関してはJと規定する。し

かし、法文上その商行為自体(商人・非商人または一方的・双方的の行為

たる商行為)についてはもとより、債務発生の原因自体についても、「債

務者のための商行為によって」または「債権者のための商行為によって」

などの何らの限定はなされていない。債権者は自己がも し利用すればより

有利に運用するであろう金銭を他人 (相手方たる債務者)に利用せしめる

ために、その自らの利用を放来またはより有利な運用のために他人に利用

せしめ、あるいは有利な運用上の利益を期待しまたは期待の上に立ってい

るからである。債務者のための商行為によって生じた債務の場合にのみ商

法514条の適用を認め、債権者のそれを認めないとすれば、両者の均衡を

失する ことになる380そのため、商事法定利率の適用対象は双方的商行為

であることを要せず、 一方的商行為を含むとされる。

(3) 非商人への適用の是非

最判lI(j;j'[l30年9月81:1の立場は、大判明治44年3月24日民録17]1砕159頁

および大判大正4年2月8日民銀21輯75頁が'1:1]示している。学説上も、商

法514条は債務者と債権者のいずれのために商行為であるかを問わず適用

されるのが多数説である390

37 大隅健一郎 =戸田修三=河本一自1I編著 作リ例コンメンタール商法mJニ(総則
R'fi行為)J(三省堂 ・1977年)218頁、鴻'm.夫 rRiii:l;総目IJ(布Ii訂版)J (弘文堂 ・
1982年)87頁。
38 岩本禁「闘行為によって生じた依務とその純凶」関西大法学論集5巻4号
(1956年)84頁-85頁。
39 竹内IIH夫「商行為たる売買契約の合意解除に基づく代金返滋依務の法定利率J
法協94巻11号 (1977年)94頁。

(龍法 '18)50-4， 37 (1867) 



論説

商人を相手として取引する限り、非商人といえども営利取引に特有な商

法514条の適用を甘受すべきことになる4100本判決が遅延損害金について

商事法定利率を適用したことは、妥当であろう。

40 青竹正一 「商法514条にいう揃行為によって生じた債務の意味」商法(総WJ商

行為)判例百選第5版 (2008年)87頁。

(古1l法 18)50-4. 38 (1868) 


